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公益財団法人

消費者教育支援センターとは？

1988年国民生活審議会報告書「消費者教育の推進について」を青少年の消費者
教育の普及推進を目的として、平成2年に文部省と経済企画庁（現文部科学省、消
費者庁）の共管法人として設立した団体です。

全国各地で

消費者教育推進の

お手伝いをさせて

いただいています



消費者教育の推進に関する法律
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目的（第1条）
・消費者教育の総合的・一体的な推進
・国民の消費生活の安定・向上に寄与

定義（第2条）
消費者の自立を支援するために行われる消費
生活に関する教育及びこれに準ずる啓発活動
（消費者が主体的に消費者市民社会の形成に
参画することの重要性について理解及び関心を
深めるための教育を含む）



自立した消費者とは？

●被害に遭わない消費者、

●合理的意思決定のできる消費者、

●社会の一員として、よりよい市場とより

よい社会の発展のために積極的関与する

消費者の育成（消費者市民社会の形成に

参画）

（出典）「消費者教育の推進に関する基本的な方針（基本方針）」概要
（平成２５年６月２８日閣議決定、平成30年３月20日変更）



「消費者市民社会」（第2条第2項）

「消費者市民社会とは、消費者が、個々の
消費者の特性及び消費生活の多様性を相互
に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行
動が現在及び将来の世代にわたって内外の
社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし
得るものであることを自覚して、公正かつ
持続可能な社会の形成に積極的に参画する
社会をいう。」





地方自治体における

学校消費者教育推進上の最大の課題は

何か？

柿野成美『消費者教育の未来－分断を乗り越える
実践コミュニティの可能性―』法政大学出版局 2019



学校における消費者教育

①教科

家庭科、社会科（公民科）、特別な教科道徳

②総合的な学習（探求）の時間

SDGs等のテーマ設定において

③教科横断的

あらゆる教科の中に「消費者の視点」を取り入れる

ことが可能であり、より実践的な学びにつながる

④その他

ホームルーム、生徒指導、課外活動など

文部科学省作成の
教員向け冊子



10

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/1413516.htm



（出典）文部科学省総合教育政策局「令和３年度消費者教育に関する取組状況調査」

他の優先課題があり、消費者教育に取り組めない
教育委員会



各自治体の教育振興基本計画に消費者教育が
位置付けられているのは1割に過ぎない

（出典）文部科学省総合教育政策局「令和３年度消費者教育に関する取組状況調査」



教員の法定研修は十分な実施状況にない

（出典）文部科学省総合教育政策局「令和３年度消費者教育に関する取組状況調査」
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（出典）国民生活センター「成年年齢引下げに向けた消費生活センターの対応に関する現況調査報告書」

調査時期：：2018年9月～10月 調査対象：全国の消費生活センター 770箇所 有効求人倍率：86.0％

推進法制定後も
消費者行政と教育委員会の連携を困難とする自治体が多い



教育行政と消費者行政の分断

柿野成美『消費者教育の未来－分断を乗り越える
実践コミュニティの可能性―』法政大学出版局 2019

地方自治体における
学校消費者教育推進上の最大の課題は



消費者教育コーディネーター



（６）コーディネーターの育成
消費者教育の推進には、消費者教育を担う多様な関係者や場をつなぎ、間に立って連
携体制を構築し、その体制を踏まえて、地域の特性に応じた消費者教育を実現するコー
ディネーターが、重要な役割を果たすことになることから、地方公共団体においては、
消費生活センター等が拠点となって、多様な主体が連携・協働した体制作りが進むよう、
コーディネーターの育成及び配置に取り組む。また、本来の機能に加えて、コーディ
ネーター自身が消費者教育の担い手やその育成の役割を担うことも考えられる。コー
ディネーターは、幅広い分野から人材を求めるべきである。例えば、消費生活相談員、
長く教員として活躍していた学校現場の事情に詳しい元教員、消費者団体やNPOの一員と
して活動する者、社会教育に関する専門的・技術的な助言・指導に当たる社会教育主事、
元企業人などが、学校、消費者団体、事業者・事業者団体、大学等と連携するための
コーディネーターの役割を担うことが期待される。また、金融経済教育等消費生活に関
連した他の分野で育成を行っているコー ディネーターとの連携も有効と考えられる。
国は、消費者教育を推進するコーディネーターの育成や配置を促進し、調整機能を高め、
実効あるものとするための具体的方策を検討するとともに、コーディネーター会議を開
催し、全国における取組を、実際にコーディネート業務に当たる者の間で共有し、共通
して抱える課題や目指すべき到達目標などの抽出につなげることや、地域ごとに直面し
ている課題について共有する場としても活用するほか、国民生活センターで実施してい
る消費者教育コーディネーター講座との連携を図る等、活動の支援を行う.

（出典）「消費者教育の推進に関する基本的な方針（基本方針）」概要
（平成25年６月２８日閣議決定、平成30年３月20日変更、令和5年3月28日）





教育委員会・学校をつなぐ

消費者教育コーディネーターの配置状況は？

報告書URL: http://www.consumer-education.jp/information/2022/10/20221031.html

「地方自治体における学校消費者教育の充実に向けた連携・協働に関する調査」令和4年10月
科学研究費補助金（JSPS KAKENHI Grant Number JP21K13498 研究代表者柿野成美）

調査目的：全国の消費生活センターを対象に、学校消費者教育の充実に向けた連携・協働の現状や課題等を把握
し、今後の政策提言の基礎資料とする。また、消費者教育コーディネーター本人を対象とした調査も同時に実施し、当事者の声
から今後の在り方を検討する基礎資料とする。
調査概要：
（１）調査対象 全国の消費生活センター821 か所（ただし一部相談窓口も含む） ※回答は消費者教育・啓発を担当する消費
生活センターの行政職員に依頼。 ※窓口を広域で設置している場合は、原則設置窓口の所在地の自治体が回答。 参加自治
体が個々に回答意向がある場合は、参加自治体すべてに調査票を再送。
（２）調査方法 郵送配付、郵送返送 （３）調査時期 令和４年２月 （４）有効回収数（率）572（69.7％） （５）調査実施機関：
一般社団法人新情報センター



つながりをつくる
現職教員・教員OBの配置の広がり

例）

徳島県（高等学校公民科、家庭科現職教員 2名）

山梨県（小学校現職教員 1名）

沖縄県（高等学校公民科現職教員 1名）

東京都（中学校校長、高等学校校長OB 2名）

宮崎県（小学校校長OB：家庭科 1名）

島根県（高等学校家庭科教頭OB：家庭科 1名）

浜松市（小学校校長OB:家庭科、市役所職員OB 2名）

名古屋市（小学校校長OB、中学校校長OB 2名） 等



消費者教育コーディネーターの配置状況

（出典）「地方自治体における学校消費者教育の充実に向けた連携・協働に関する調査」令和4年10月



消費者教育コーディネーターの経歴（MA）

（出典）「地方自治体における学校消費者教育の充実に向けた連携・協働に関する調査」令和4年10月



学校との連携における消費者教育コーディネーターの配置や活動の課題
（MA）

（出典）「地方自治体における学校消費者教育の充実に向けた連携・協働に関する調査」令和4年10月



教育委員会や学校との連携を進めていくために
必要な取組（MA）

（出典）「地方自治体における学校消費者教育の充実に向けた連携・協働に関する調査」令和4年10月



「消費者教育の未来」

•目指す姿

誰もが学校教育を通じて、消費者教育を受ける権利を享受し、自立し
た消費者市民となることで、公正で持続可能な社会を実現。

↓

・そのためには・・・

教育委員会の理解が深まり、学校現場での授業実践が充実したもの
になる必要。

・具体的には・・・

例：教育振興基本計画への位置づけと具体的施策の実施、教育行政
と消費者行政をつなぐコーディネーターの配置、各学校に消費者教育
主任の設置、地元企業や地域人材との協働が必要。



教育委員会との連携・協働
の具体例を紹介します。

ぜひ、ご参加ください！




